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当行の経営地盤 （その１）

総人口（2002年） 862.5万人 （３位／47都道府県）
（東京、大阪、神奈川）

事業所数（2001年） 30.2万か所 （４位／同）
（東京、大阪、愛知、神奈川）

県内総生産(2000年度) 30.6兆円 （４位／同）
（東京、大阪、愛知、神奈川）

製造品出荷額等（2002年） 17.90兆円 （２位／同）
（愛知、神奈川）

小売業販売額（2002年） 8.5兆円 （３位／同）
（東京、大阪、神奈川）

神奈川県のポテンシャル

神奈川

東京愛知大阪

245

１０億ドル

各国ＧＤＰと神奈川県のＧＤＰの比較

関東地方

（２００１年度）
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当行の経営地盤 （その２）

人口増加率

申告所得(2002年)

貯蓄額(1999年)
新設住宅着工戸数
(2002年)

開業率(2001年)
（納税義務者１人当たり）

（１世帯当たり）

147.1

110.2

108.0

150.4

116.2

神奈川の首都圏における優位性

～関東（東京、栃木、群馬、茨城、千葉、埼玉、神奈川）平均を100
とした神奈川の位置

100

（2000～02年）
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神奈川県内シェア（03年9月末）

（当行貸出金：約 6.3兆円） （当行預金：約 8.4兆円）

（当行店舗：166店） 貸出金・預金シェアの推移
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横須賀市

小田原市

厚木市

平塚市

逗子市

三浦市

町田市

住宅ローンセンター（25）

人口30万人以上

人口100万人以上
（川崎市）

人口300万人以上
（横浜市）

横浜市

川崎市

大和市

海老名市

相模原市

フルバンキング店舗  (48)

H .O .

鎌倉市

藤沢市

新幹線

ＪＲ  各線

小田急線    (69駅 )

店舗数  (2003年9月30日現在 )

支店および出張所    ：１８５  （うち県内：１６６）

住宅ローンセンター   ：    ２６（うち県内：   ２５）

無人店舗                    ：３０５（うち県内：２９０）

その他私鉄各線

東京神奈川県

サービスチャネルの現状

・神奈川県内に支店・出張所166か店、住宅ローンセンター25か所を展開。
・小田急電鉄との業務提携により、05年3月までに小田急線全駅（69駅）にＡＴＭを設置。
・さらに、相模鉄道の15駅へもＡＴＭを設置。
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効率的なサービスチャネルの構築

（注１）機能特化型店…店頭営業を柱に、主として個人向け営業にに特化した小規模店舗
（注２）ミニ店舗…機能特化型店のうち、行員を２～３名に絞った最小規模店舗

無人チャネル数

２９３ ３０５ ３１８ ３２６ ３２６ ３２０ ３１２ ３３０ ３７０ ３７０
（ うち０３年度以降の、駅へのＡＴＭ設置 ） （４７） （９２） （９７）
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１か店増設

（有人チャネル数）
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Ⅰ．海外業務からの撤退
・海外支店・海外現法をすべて閉鎖（97年9月～01年6月）

97年3月末 03年3月末 03年9月末

海外支店数 5                            0                            0

海外駐在員事務所数 5                            4                            4
海外現地法人数 （除く海外SPC） 4                            0                            0
海外拠点人員数 189  （56） 11 （5） 10 (4)
（ ）内は派遣行員数

海外拠点・関連会社の推移

Ⅱ．当行グループ（関連会社）のスリム化・サービス提供力の強化
・横浜シティ証券株式会社、浜銀投資顧問株式会社、横浜バンクカード株式会社を解散（99年度）
・株式会社はまぎんジェーシービー、浜銀システムサービスを解散(02年度）

・リース業務に関し、浜銀ファイナンス株式会社は住商リース株式会社と資本提携（03年度）

・横浜ビジネスサービス株式会社を解散（当行に吸収合併）（03年度）

99年3月末 03年3月末 03年9月末

国内連結子会社数 17                         11                            9

国内連結子会社役員数 129                         58                          47
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付加価値率

信用ｺｽﾄ率
(貸出の平均損失率）

経費率

調達ｺｽﾄ率

資本ｺｽﾄ率
信用リスク・市場リスク

・オペレーショナルリスク

等のコスト率

信用ｺｽﾄ率
(貸出の平均損失率）

経費率

調達ｺｽﾄ率

RAROA

調達ｺｽﾄ率

ROA向上運動
（経費をふまえた採算管理）

RAROA向上運動
（信用ｺｽﾄをふまえた採算管理）

付加価値向上運動

（資本ｺｽﾄをふまえた採算管理）

経費率

ROA

貸出金のケース

＜第１段階＞ ＜第２段階＞ ＜第３段階＞

貸
出
金
利
回
り

一般的な
付加価値
（内部価値）

（外部価値）

９７年４月
～ ９８年３月

９８年４月
～ ０１年９月

０１年１０月
～

役務収益のケース

ガイドライン
ガイドライン

第３段階では、取引先別に役務収益額を付加価値額に合算して採算管理。

付加価値向上運動の変遷
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県内 住宅ﾛｰﾝ

付加価値額

構成比：57％

県外

   大・中堅企業    中小企業

県内 県外

付加価値率

資本コスト率
(UL)

平均損失率
(EL)

経費率

貸出金利回り

   個 人

貸出末残
(構成比）

0.5兆円
  (8％）

0.6兆円
  (9％）

0.３兆円
  (5％）

２.２兆円
  (33％）

２.7兆円
  (40％）

0.3兆円
  (5％）

付加価値ガイドライン

付加価値額

構成比：26％

3％

1％ ５％

6.7兆円
  (100％）

消費資金ローン

調達コスト率

率
（％）

8％

     住宅系                             非住宅系                合計

地域別・セクター別付加価値額の状況

(注１) 企業取引は、正常先と要管理先以外の要注意先。中小企業＝資本金10億円未満（大中堅企業＝資本金10億円以上）
（注２）平均損失率は、行内格付遷移から推定した想定デフォルト率と保全率より推定した想定回収率より算出した期待損失率。（EL:Expected Loss）
（注３）資本コスト率は、信用リスク量（UL:Ｕnexpected Loss）を使用資本とし、その使用コストを期待利回り８％（税引前１４％）として算出したもの。
（注４）調達コスト率は、個々のローンの金利更改期間に対応した市場調達金利から算出したもの。

地域別・セクター別付加価値額の状況（03年度上期）
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県内企業貸出の収益は、県外企業貸出に比べて

付加価値率で約2.5倍、付加価値額で約5倍。

（注）企業貸出＝格付Ⅰ～Ⅸの企業向けの貸出

県内比率の推移

72.2%

75 .1%
76 .9%

78 .6% 79 .2%
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60 .2%

63 .9%

67 .3% 66 .9%
68 .7% 69 .0%

50%

60%

70%

80%
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９８ ９９ ００ ０１ ０２ 03/9

貸出全体

企業貸出

リージョナルシフト（県内企業貸出の採算）

（年度）

県内 県外

付加価値額

付加価値率

       2.5

貸出残高  ２

5

１１

１

 率
（％）

（貸出末残）

県内・県外（企業貸出）採算状況(０３年度上期）
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スコアリング審査手法を活用した、中小
企業向け融資商品（2003年11月発売）

＜制度内容＞

○融資金額：5,000万円以内

○融資期間：5年以内

○担保・第三者保証：原則不要

○融資対象：業歴2年以上で、借入の延

滞・税金の未納がない先

（新規先含む）

○金利：最高12%程度

新規融資取引先の推移
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法人取引の拡大（１）新規取引の拡大

スーパービジネスローンの発売
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シンジケートローン組成実績の推移
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私募債取扱実績の推移
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新業務の展開
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収入保険料

販売手数料

損保（火災保険）窓販

○ 非対面受付

○ 即日回答

○ 金額１０～５０万円

○ 金利１７．６％

当行独自モデルによる単独参入

個人向け小口カードローン（クイッキー）

（０２年４月より本格販売）

（年度）
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役務収益の推移

その他
8%

私募債関連
6% 内国為替

31%ＢＣ関連
6%

代理事務取扱
（その他）
9%

ＡＴＭ関連
11%

代理事務取扱
（口座振替）
13%

投信/年金保険
16%

役務収益内訳（03年度上期）

増加ﾍﾟｰｽは倍増

役務収益増減状況（96年度上期→03年度上期）

23

7 7
6

3

5

0

5

10

15

20

25

投信/年金保険 私募債引受 口座振替 ATM関連 シ・ローン 損保

（億円）



14

株式持合い解消と株式減損処理

5,256

3 , 525

1 , 903

3 , 675

2 , 672

6 , 475

4 , 511

2 , 243

1 , 913

6 , 179

7 , 557

6 , 009

5 , 337
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９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ 03/9

（億円）

０２年度 → ０３年度上期

・株式等償却額 ：▲３３２億円 → ▲１億円
・その他有価証券評価損益 ：▲３４０億円 → ＋ ０億円
うち株式 ▲ ３９９億円 → ▲ ９ 億円
債券等 ＋ ５９億円 → ＋ ９ 億円

正常先 要注意先 破綻懸念先 実質破綻・破綻先

５０％以上下落

３０～５０％下落

３０％未満下落

株式の減損処理基準

保有株式時価総額

保有株式取得原価総額と時価総額の推移

保有株式取得原価総額

（年度）

▲9▲399
▲356

▲150

+498

+81

▲170

評価損益

+１,082



本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将
来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があるこ
とにご留意ください。


